
４ 畜 Ａ 第 ２ ２ ５ ９ 号

平 成 ４ 年 ９ 月 １ 日

最新改正：令和２年１２月２８日 ２消安第４３１９号

各都道府県知事あて

農林水産省畜産局長

獣医師法の一部を改正する法律及び獣医療法の運用について

（平成４年９月１日４畜Ａ第２２５９号 各都道府県知事あて農林水産省

畜産局長通知）

獣医師法の一部を改正する法律（平成４年法律第４５号）及び獣医療法（平成４

年法律第４６号）の施行については、平成４年９月１日付けで４畜Ａ第２２５８号

をもって農林水産事務次官から依命通達されたところであるが、その細部について

は左記事項に留意の上、関係者への周知徹底、指導等その円滑かつ適切な実施に努

められたい。

なお、「薬事法第４９条の農林大臣の指定する医薬品の取扱いについて」（昭和

４７年６月１０日４７畜Ａ第２６９７号）の記の４は削除することとするので、併

せて了知されたい。

記

１ 獣医師法関係

（１）獣医師法第１６条の３に基づく臨床研修の報告は、別記様式第１号により農

林水産大臣あて提出するものとする。

また、臨床研修を行った診療施設の長は、臨床研修を終了した者に対し、別

記様式第２号の様式例に準じた修了証書を交付することができるものとする。

なお、このほか臨床研修の実施に当たって留意すべき事項については、別途

通知する。



（２）獣医師法第１８条の診察とは、獣医学的見地からみて疾病に対して一応の診

断を下しうる程度の行為をいい、獣医師が自ら定期的に巡回する等して常に当

該農場の飼育動物の健康状態を把握している場合等において飼育者から病状の

聴取等をもって行うものも含まれる。

（３）獣医師法施行令第２条に掲げる飼育動物には、主なものとしては、以下のも

のが含まれる。

ア オウム科全種

セキセイインコ、オカメインコ、ボタンインコ、コザクラインコ、ダルマ

インコ、オオバタン、コバタン、ヲウム等

イ カエデチョウ科全種

ブンチョウ、ジュウシマツ、ベニスズメ、キンカチョウ、ヘキチョウ等

ウ アトリ科全種

カナリア、マヒワ、ウソ等

２ 獣医療法関係

（１）獣医療法施行規則第１条第１項の開設の届出事項のうち第８号の診療の業務

の種類については、当該診療施設の診療の主たる対象が牛、馬、めん羊、山羊、

豚、鶏、うずらその他の畜産業に係る飼育動物である場合は「産業動物」と、

犬、猫、獣医師法施行令第２条に定める小鳥である場合は「小動物」と、それ

以外である場合は「その他」と記載するものとする。

なお、都道府県知事は、本項第１０号の「必要と認める事項」について規則

等を定めたときは、速やかに報告されたい。

また、都道府県知事は、本項の届出に係る診療施設の毎年１２月３１日現在

における概況を別記様式第３号及び第３号の２によりとりまとめ、翌年１月３

１日までに報告されたい。

（２）獣医療法施行規則第２条の診療施設の構造設備の基準については、以下のと

おり扱うものとする。

ア 同条第１号の設備には、以下のものが該当する。

（ア）檻・ケージ

（イ）杭・保定枠等のけい留施設

（ウ）診療施設の扉・窓は動物が自力で開閉できない構造のものであること

イ 同条第２号の設備には、以下のものが該当する。



（ア）伝染性疾病にかかっている疑いのある飼育動物を隔離して収容する設備

（イ）檻・ケージの間に間仕切り板を設置したもの

ウ 同条第３号の設備としては、煮沸消毒器及び減菌手洗器を設けることが必

要である。また、伝染性疾病にかかっている疑いのある飼育動物を収容する

設備を有する場合は、当該設備を消毒するための噴霧器、散霧器等を備える

ことが必要である。

エ 同条第４号の施設については、以下のことが必要である。

（ア）同号イの基準に関しては、窓、換気扇、医薬品の貯蔵設備を有している

こと。

（イ）同号ロの基準に関しては、冷蔵庫その他の冷暗貯蔵ができる設備を有す

ること。

（ウ）同号ハの基準に関しては、調剤台、はかり、薬匙等を有すること。

オ 同条第５号の施設については、その内壁（床面から概ね１．２メートルま

での高さとする。）及び床がコンクリート、モルタル又はタイル等の耐水性

材料で覆われていること等が必要である。

（３）獣医療法施行規則第３条及び第５条の管理者の遵守事項については以下のと

おり扱うものとする。

覚醒剤取締法（昭和２６年法律第２５２号）、麻薬及び向精神薬取締法（昭

和２８年法律第１４号）及び医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号。以下「医薬品医療機器等法」

という。）の規定の遵守に関しては、譲渡、使用等に関する規定に違反しない

ようその内容を充分に認識し必要な注意をすること。

（４）診療施設整備計画の認定状況等の報告

ア 都道府県知事は、各４半期末現在の診療施設整備計画の認定状況及び取消

状況について、様式第４号により取りまとめ、各４半期末の翌月の２０日ま

でに地方農政局長（北海道の場合には農林水産省消費・安全局長、沖縄県の

場合には沖縄総合事務局長）に報告するものとする。

イ 地方農政局長（沖縄総合事務局長を含む。）は、アの報告を様式第５号に

より取りまとめ、各４半期末の翌月末までに消費・安全局長に報告するもの

とする。

（５）診療施設整備計画の実施状況の報告

都道府県知事は、法第１４条第１項の認定を受けた者に対し、診療施設整備



計画の実施状況について取りまとめさせ、毎年度、４月末までに様式第６号に

より報告させるものとする。

（６）帳票類の整理保管

診療施設の整備に係る融資を行った金融機関は、資金の貸付けに係る帳票類

を他と区分して、貸付年度ごとに貸付終了後５年間保管するものとする。

（７）獣医師が飼育動物について通常の診療の業務を公の求めに応じて行わない以

下の施設については、獣医療法の診療施設に関する規定は適用しないものとす

る。

ア 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第２１条に規定する犬の抑留

所

イ と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）第３条第２項に規定すると畜場

ウ 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号。

以下「食鳥検査法」という。）第２条第６号に規定する食鳥処理場

エ と畜場法第１４条に規定する検査及び食鳥検査法第１５条に規定する検査

を行うために設置された地方公共団体の食肉衛生検査所及び食鳥検査法第２

１条に規定する指定検査所

オ 地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）第５条の規定により設置された

保健所

カ 国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）第８条の２に規定する施設

等機関

キ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条

第１項に規定する独立行政法人をいう。）

ク 動物実験（動物を試験研究、生物学的製剤の製造又は獣医学、医学、薬学

等の教育のための実習の用に供することをいい、医薬品医療機器等法第２条

第１７項に規定する治験を実施することを除く。以下同じ。）を実施する施

設であって、動物実験に係る動物以外の動物の診療を行わない施設



別記様式第１号 

 

年  月  日  

 

農林水産大臣    殿 

 

申請者（診療施設の開設者） 

所在地 

代表者氏名         

 

臨床研修実施状況について 

 

獣医師法第 16条の 3の規定に基づき、  年度中に同法の臨床研修の実施状況

を下記のとおり報告致します。 

 

記 

 

実施期間 

修了人数 

（修了後の就業先区分毎に 

 分類すること） 
計 

月  日～  月  日   

月  日～  月  日   

注）就業先区分は次のとおりとする。 

・農業共済組合等（農協を含む。） 

・市町村 

・都道府県 

・民間会社 

・個人開業 

 



 

別記様式第２号（様式例） 

 

 

 

 

 

修 了 証 書 

 

 

 

 

 

 

（研修修了者氏名） 

 

 

 

 

上記の者は獣医師法第 16条の２第１項に基づく臨床研修を修了したこと 

 

を証します 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 

 

臨床研修を行った診療施設の長       

 

 

 



別記様式第3号

都道府県 （　　　　年１２月３１日現在） 　　　　　　　 　 （単位：カ所）

 診　　 療　 　施　 　設　 　の　 　所　 　属　 　機　 　関     開　 設　 者

区  　　分 　　  総　　　数 　　　　　　　　　　　団　　　　　　　　　体

　　　　　国 　   都 道 府 県 　　  市　町　村 　協　同 　共　済 　　　   会　　社　　そ　　の　　他 　　　個　　　人 　獣医師 　獣医師

　組　合 　組　合 　　　 法　　人 　  任　意　団　体 　以外

診 　　　診　療　対　象　動　物 産業動物
　小動物、

その他
産業動物

　小動物、
その他

産業動物
　小動物、

その他
産業動物

　小動物、
その他

産業動物 産業動物 産業動物
　小動物、

その他
産業動物

　小動物、
その他

産業動物
　小動物、

その他

前　年　末
（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

療 １月１日

（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

か

施 ら （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

都  道

府県内 （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

都  道

12月31日 府県外 （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

設

　　　　１２月３１日現在
（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

獣医師を１

人使用する 同２人 同３人 同４人 同５人 同６人 同７人 同８人 同９人 同10人以上

産業動物

　小動物、
その他

産業動物

　小動物、
その他

　備　考

注意：下段または（ ）の位置には獣医療法第７条に基づく往診診療者等の数を内数として記入すること。

廃　止

１月1日～12月31日
の間における届出

所在地変更

計 計 計 計

開　設

休  止

計 計

計計

合　計

合　計 計計計計

就業獣医師
数別の施設
の状況

総数　区　分

12月31日現在



別記様式第３号の２

（　　　　年１２月３１日現在）

都道府県名

　　主なＸ線の診療対象動物 　　　　計　

　　産業動物
　小動物、
その他

（前年）１２月３１日現在のＸ線装置数

（本年）１２月３１日現在のＸ線装置数

障害の発生又はおそれの報告



                          

別記様式第４号 

（    都道府県） 

診療施設整備計画の認定及び取消状況報告 

          年  第 （    ） 四 半 期 分  累 計 

申 請 件 数  認定（取消）件数  申請 

 

 

件数 

認定 

（取消） 

 

件数 
農 協 等 

開 業 

獣 医 師 
会 社 等 計 農 協 等 

開 業 

獣 医 師 
会 社 等 計 

          

（注）取消件数は、（ ）書きで「認定（設定）件数」の欄に記入すること。 



                          

別記様式第５号 

（    農政局） 

診療施設整備計画の認定及び取消状況報告 

都 道 府 

 

 

県 名 

年 第 （     ） 四 半 期 分  累 計 

申 請 件 数  認 定 （取消） 件 数  
申 請 

 

件 数 

認 定 

（取消） 

件 数 農 協 等 
開 業 

獣 医 師 
会 社 等 計 農 協 等 

開 業 

獣 医 師 
会 社 等 計 

計 

          

（注）取消件数は、（ ）書きで「認定（設定）件数」の欄に記入すること。 



                          

別記様式第６号 

診療施設整備計画実施状況報告書 

年  月  日 

 

（都道府県知事）   殿 

住所                  

氏名（名称）              

（代表者の氏名）             

年  月  日付けで認定を受けた診療施設整備計画に係る診療施設の整備について  年度の実施状況を下記のとおり報告  

します。 

記 

１ 計画及び実績の概要 

 施 設 の 種 類  規 格 等 数量（㎡、台等）  単価（千円） 事業費（千円） 

計 画      

実 績      

２ 計画と実績が異なる場合の理由 


